下野市介護施設等物価高騰対策支援事業支援金について（お知らせ）

介護保険施設等に対する食料費の支援事業について
令和５年度においても今般の食料費の物価高騰による影響が大きい介護保険施設等の負担を軽減するため、令和５年４月から令和６年３月までの期間（１年間）について、食料費に要した費用の１/２を助成します。

	前回との相違点
	前回
	今回

	対象期間
	６か月
	１年間

	助成単価：入所施設
	６７円
	１１２円

	助成単価：通所施設
	２２円
	３７円

	補助率
	１００％
	５０％



１．支援金の対象施設等
①対象要件
（１）物価高騰により、施設等の食料費に係る費用が上昇し経営に影響を受けている。
（２）市内において実施され、食事の提供がされている。
（３）令和６年３月１日までに事業が実施されている。
（４）令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの間（以下「支援対象期間」といいます。）において、通算して1月以上事業が実施されている。
②入所施設
介護老人福祉施設、（予防）短期入所生活介護、介護老人保健施設、（予防）短期入所療養介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、（予防）認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、（予防）小規模多機能型居宅介護（宿泊分）
③通所施設
通所介護、地域密着型通所介護、（予防）通所リハビリテーション、（予防）小規模多機能型居宅介護（通い分）
　※同封されている支援金交付要綱及び、支援金に関するQ＆Aもご覧ください。

２．支援額
①入所施設
「対象者数×支援対象期間×助成単価１１２円×１/２」を助成します。
②通所施設
「対象者数×支援対象期間×助成単価３７円×１/２」を助成します。

※対象者数（令和５年４月～６月の開所日数の平均利用者数）の計算は、市ホームぺ
ージに公開されている「補助金額算出表」や「対象者数算出カレンダー」のエクセルデータをご利用ください。
  　

３．支援金の算出方法（※補助金額は千円未満切り捨てとなります）
①令和５年４月1日現在事業所を開設している施設等
『令和５年４/１～令和５年６/３０の３か月間の利用者延べ数』
　÷　『３か月間の開所日数の合計』　＝　『対象者数（小数点以下切捨）』

『対象者数』×『支援対象期間の開所日数』×『施設区分の助成単価』×１/２

※開所日数について、４月～６月は実績日数を、７月～３月は予定日数となります。
※入所施設で、支援対象期間を全て開所運営する場合は、３６６日となります。









②令和５年４月２日以降に事業所を開設した施設等
　　・市長が指定する他の適切な方法により推定した人数

４．支援金交付申請書の提出期限
①令和５年４月１日時点で事業所を開設している施設等
令和５年７月２１日（金曜日）必着
②令和５年４月２日以降に事業所を開設した施設等
別途お知らせします。
　※申請書名は、運営法人代表名としてください。
また、複数運営している場合は、それぞれ施設毎に分けて申請をお願いいたします。

５．スケジュールについて
	時期
	手続き等

	令和５年７月初旬
	市➝対象施設等へ、「支援事業の案内通知」を送付

	令和５年７月２１日まで
	対象施設等➝市へ、「交付申請書（様式第１号）」を提出

	令和５年８月初旬
	市➝対象施設等へ、
「支援金交付決定通知書（様式第２号）」を送付

	令和５年８月１０日まで
	対象施設等➝市へ、「請求書（様式第６号）」を提出

	令和５年８月下旬
	市➝対象施設等へ、支援金を交付

	令和６年３月中旬
	対象施設等➝市へ、
「補助金実績報告書（様式第７号）」を提出

	令和６年３月下旬
	市➝対象施設等へ、
「補助金確定通知（様式第８号）」を送付




６．支援金請求書の提出期限（予定日）
令和５年８月１０日（木曜日）
　※市からの交付決定通知後に請求書を提出していただきます。

７．支援対象期間に対象施設等において使用した食料費に要した費用の領収書等の保存について
支援対象期間に対象施設等において使用した食料費等に要した費用の領収書等は、支援金の交付を受けた年度の翌年度から５年間（令和１１年３月末まで）保存してください。

８．施設等が休止又は廃止となった場合の取扱いについて
支援対象期間中に施設等を休止又は廃止した場合、支援金の一部又は全部を返還いただくこととなるため、申請や請求を行う時点で休止又は廃止の予定がある場合、予めご連絡ください。

９．各種様式について
提出手続きの際に必要となる様式や支援金を算出する資料は、市ホームぺージに公開されていますのでご確認ください。
URL　http://www.city.shimotsuke.lg.jp/1519/info-0000008141-3.html
◇交付申請書
　　【入所施設用・通所施設用・小規模多機能型居宅介護用】➝３種類ありますので、該当する申請書をご利用ください。
◇支援金額算出表（交付申請をする際に利用し、提出をしてください）
◇対象者数算出カレンダー（対象者数を算出する際に利用し、提出は不要です）
◇請求書
◇実績報告書

１０.その他の資料
①下野市介護保険施設等物価高騰対策支援事業支援金交付要綱
②支援金に関するQ＆A

お問い合わせ
下野市高齢福祉課　
電話　０２８５－３２－８９０４
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